
第 5 回東京都北区子ども・子育て会議次第 

 

日時：平成 25 年 12 月 11 日（水） 

                                  午後 6 時 30 分～ 

会場：北とぴあ 14 階スカイホール 

 

１ 開会 

 

 

２ 議事 

（１）（仮称）北区次世代育成支援計画の骨子（案）について 

（２）北区の地域子ども・子育て支援事業の現状について 

（３）北区の保育園・幼稚園の現状について 

（４）専門部会の設置について 

（５）その他（今後のスケジュール等） 

 

 

３ 閉会 

 

 

【配布資料】※資料 1～６は事前送付済み 

資料 1 
（仮称）北区次世代育成支援計画（平成 27 年度～平成 31 年度）

の位置づけ 

資料 2 
（仮称）北区次世代育成支援計画（平成 27 年度～平成 31 年度）

の骨子（案） 

資料 3 
子ども・子育て支援新制度に基づく『子ども・子育て支援事業計画』

策定にあたって 

資料 4 

北区次世代育成支援行動計画（後期計画）（平成 22 年度～平成 26

年度）概要版 

※現行計画の概要版 

資料 5 北区の地域子ども・子育て支援事業の現状 

資料 6 

地域子ども・子育て支援事業について 

※国の第 2 回子ども・子育て会議基準検討部会資料（平成 25 年 6

月 28 日実施） 

資料 7 北区の幼稚園マップ 



資料 8 北区私立幼稚園一覧 

資料 9 教育・保育利用状況の推移 

資料 10 北区民の施設別利用割合（0-5 歳児） 

資料 11 北区子ども・子育て会議部会の設置について（案） 

資料 12 北区子ども・子育て会議部会委員名簿（案） 

※この他に、「平成 26 年度東京都北区立幼稚園新入園児募集案内」と「保育園入

園案内」、「きたくのようちえん」があります。 

 

 



資料１ 

（仮称）北区次世代育成支援計画（平成 27 年度～平成 31 年度）の位置づけ 
 
 

子ども・子育て支援法第 61 条 

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保

その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（子ど

も・子育て支援事業計画）を定めるものとする。 

北区次世代育成支援行動計画（平成17年度～平成26年度） 
・前期計画（平成 17 年度～平成 21 年度）  

・後期計画（平成 22 年度～平成 26 年度） 

次世代育成支援対策推進法第 8 条第 1 項に基づき、すべての子どもと

その家庭を対象として、北区が今後進める次世代育成支援策の方向性や

目標を総合的に定めた計画。 

（仮称）北区次世代育成支援計画（平成 27 年度～平成 31 年度） 

関連計画 
○北区地域保健福祉計画      ○北区ヘルシータウン２１ 

○北区障害者計画         ○北区教育ビジョン 2015 

○北区男女共同参画行動計画              など 

整合・連携 

北区基本構想 

北区基本計画 2015 

北区中期計画 

基本指針 



資料 2 

（仮称）北区次世代育成支援計画（平成 27 年度～平成 31 年度）の骨子（案） 
 
 
 
 

                                                           

５
つ
の
施
策
目
標
と
個
別
目
標 

基本理念 

『子どもの笑顔 輝く北区 ～家庭や地域の元気が満ちるまち～』（後期行動計画の基本理念を踏襲） 
「子どもの笑顔」には子どもの育ちへの支援、子どもの人権が守られていることが象徴されており、「家庭や地域の元気が満ちるまち」には、子育ての基本は家庭にあるとともに、地域の人々や企

業の協力・参加なくしては成り立たないため、この双方の元気が子育てに重要な役割を担っていることを示しています。「輝く北区」は、「子どもの笑顔」「家庭や地域の元気が満ちるまち」がそろ

って初めて北区が輝いてくるという思いを込めています。 

基本方針 
 

“すべて”の子育て家庭への支援 
経済力や家族形態、子どもの年齢に関係なく、すべての子育

て家庭に隙間のない支援、妊娠期からの切れ目のない支援を

していきます。 

“まちぐるみ”での子育て支援 
地域の人々が主体的に子育て支援の活動に参加し、その力を

最大限に発揮できるよう“地域”の力と“行政”とが協働し、

まちぐるみで子育てを支援する環境づくりを促進します。 

“子育ち”への支援 
北区の乳幼児から青少年までのすべての子どもに対し、心身

ともに健全な成長と自立に向けた支援と、居場所づくりなど

の環境づくりを進めていきます。 

 
 
 
 
 
 

子ども・子育て支援事業計画 

１．家庭の育てる力を支援 
 
 
【個別目標】 

（１）保育ニーズに対応した支

援サービスの強化 

（２）子育てに関する相談・情

報提供の充実 

（３）親育ちへの支援 

（４）安心できる妊娠と出産 

（５）経済的負担の軽減 

 

２．子育て家庭を支援する地域

づくり 
 
【個別目標】 

（１）地域における子育て家庭

への支援 

（２）健やかに育ち、育てる地

域活動の促進 

（３）地域における子育てネッ

トワークの育成・支援 

（４）地域づくりのための人材

育成の推進 

（５）子どもの安全を確保する

活動の推進 

３．未来を担う人づくり 
 
 
【個別目標】 

（１）就学前教育の充実 

（２）教育の場における子育ち

の支援 

（３）青少年の健全育成と居場

所の確保 

 

４．特に配慮の必要がある子ど

もと家庭への支援 
 
【個別目標】 

（１）児童虐待等防止対策及び

被虐待児と家庭への支援 

（２）ひとり親家庭への支援 

（３）子どもの発育・発達への

支援 

（４）障害のある子どもと家庭

への支援 

（５）生活困窮家庭への支援 
 
 

５．安心して子育てと仕事がで

きる環境づくり 
 
【個別目標】 

（１）仕事と生活の調和（ワー

クライフバランス）の普及

啓発 

（２）仕事と子育て両立のため

の基盤整備 

（３）男女が共に担う子育ての

推進 
 
 

子どもの人権を尊重し、『子どもの最善の利益』の実現を目指す 



資料 3 

子ども・子育て支援新制度に基づく『子ども・子育て支援事業計画』策定にあたって 
 
 
 

社会的背景 
○急速な少子化の進行 

○結婚・出産・子育ての希望がかなわない現状 

○子ども・子育て支援が質・量ともに不足 

○子育ての孤立感と負担感の増加 

○深刻な待機児童問題 

○放課後児童クラブの不足「小１の壁」 

○Ｍ字カーブ（３０歳代で低い女性の労働力率） 

○質の高い幼児期の学校教育の振興の重要性 

○子育て支援の制度・財源の縦割り 

○地域の実情に応じた提供対策が不十分 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針 
【子ども・子育て支援の意義に関する事項】 

○「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考え方を基本とする。 

○障害、疾病、虐待、貧困など社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含め、全ての子どもや子育て家庭を対象とし、一人一人

の子どもの健やかな育ちを等しく保障することを目指す。 

○核家族化の進展、地域のつながりの希薄化、共働き家庭の増加、依然として多くの待機児童の存在、児童虐待の深刻化、兄弟姉妹の数

の減少など、子育て家庭や子どもの育ちをめぐる環境が変化。 

○子ども・子育て支援とは、保護者が子育てについての第一義的責任を有することを前提としつつ、上記の環境の変化を踏まえ、地域や

社会が保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげることを通じて、保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向

き合える環境を整え、親としての成長を支援し、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるような支援をしていく

こと。そうした支援により、より良い親子関係を形成していくことは、子どものより良い育ちを実現することに他ならない。 

○乳児期における愛着形成を基礎とした情緒の安定や他者への信頼感の醸成、幼児期における他者との関わりや基本的な生きる力の獲得

など、乳幼児期の重要性や特性を踏まえ、発達に応じた適切な保護者の関わりや、質の高い教育・保育の安定的な提供を通じ、子ども

の健やかな発達を保障することが必要。 

○子どもや子育て家庭の置かれた状況や地域の実情を踏まえ、幼児期の学校教育・保育、地域における多様な子ども・子育て支援の量的

拡充と質的改善を図ることが必要。その際、妊娠・出産期からの切れ目のない支援を行っていくことに留意することが重要。 

○社会のあらゆる分野における全ての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解を深め、各々が協働し、それぞれの役

割を果たすことが必要。 

子ども・子育て関連３法（平成 24 年 8 月成立）の趣旨と主

なポイント 
○認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）

及び小規模保育等への給付（「地域型保育給付」）の創設 

○認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等） 
○地域の実情に応じた子ども・子育て支援 

①質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供 
②保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善 
③地域の子ども・子育て支援の充実 

策定において留意すべき事項 
【必須記載事項】 

○教育・保育提供区域の設定   

○幼児期の学校教育・保育の量の見

込み・提供体制の確保の内容及び

その実施時期 

○地域子ども・子育て支援事業の量

の見込み・提供体制の確保の内容

及びその実施時期 

【任意記載事項】 

○産後の休業及び育児休業後におけ

る特定教育・保育施設等の円滑な

利用の確保 

○子どもに関する専門的な知識及び

技術を要する支援に関する都道府

県が行う施策との連携 

○労働者の職業生活と家庭生活との

両立が図られるようにするために

必要な雇用環境の整備に関する施

策との連携 

法で定める子ども・子育て支援事業計画部分 
※子ども・子育て支援事業計画に定められている事業については「量の見込み」「確保の内容」「実施時期」などを示す。 

・子どもに関する専門的な知識及び
技術を要する支援に関する都道府
県が行う施策との連携 

・労働者の職業生活と家庭生活の両
立 

・産休・育休からの復帰について 

①利用者支援     ②地域子育て支援拠点事業     ③妊婦健診 ④乳児家庭全戸訪問事業 

⑤養育支援訪問事業 その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業 

⑥子育て短期支援事業 ⑦ファミリー・サポート・センター事業     ⑧一時預かり 

⑨延長保育事業    ⑩病児・病後児保育事業      ⑪放課後児童クラブ 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 ⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

○施設型給付 
認定こども園、幼稚園、保育園 

○地域型保育給付 
小規模保育、家庭的保育、居宅訪問
型保育、事業所内保育 

○児童手当 



 

 

 

 

 
第 7 章 

北区次世代育成支援行動計画（後期計画）概要版

 

基
本
理
念
：
子
ど
も
の
笑
顔 

輝
く
北
区 

家
庭
や
地
域
の
元
気
が
満
ち
る
ま
ち 

国・都への要望 
・仕事と生活の調和に関する施策 

・経済的負担の軽減策 

・周産期医療や小児医療体制の充実など

計画の推進状況の把握 
・「子ども」・かがやき戦略本部で毎

年実施状況を把握・評価し、公表 

サービスの質の向上と 

利用援助の仕組みづくり
・利用者本位の支援のため、権利擁

護、苦情解決、事業の透明性の確

保、サービスに関する基準の策定、

サービス評価などの仕組みを充

実、強化 

・必要な人に必要なサービスが届く

よう、効果的に情報を伝達 

・課題を早期に発見し、適切な相談

窓口やサービスにつなぐ仕組みの

構築

計画の推進に向けて 

地域・関係機関との 

連携・ネットワークの強化
・子ども家庭部を中心に庁内の部署と

連携 

・関係機関との連携を強化 

・地域の担い手との連携・ネットワー

クの構築 

効率的な行政運営の推進 
・事業の効率的な実施を図る 

・区民ニーズの変化や国における新た

な施策などへも対応するよう適宜

見直し 

多様な主体が担う 

新たな仕組みの構築
・行政だけではなく地域の子育て関

係団体や、ＮＰＯ、企業などが子

育て支援 

・区立施設については、指定管理者

制度の活用により柔軟に運営 

・多様な主体によるサービス提供水

準の確保 

１ 家庭の育てる力を支えるしくみづくり 

(1)多様な保育サービスの充実 

(2)相談・情報提供の充実 

(3)親育ちへの支援 

(4)経済的負担の軽減 

３ 未来を担う人づくり 

 (1)健全な成長と自立に向けた体験機会の充実 

(2)就学前教育の充実 

(3)教育の場における子育ちへの支援 

７ 安心して子育てと仕事ができる環境づくり 

(1)仕事と生活の調和（ワーク・ライフ･バランス）

の普及啓発 

(2)仕事と子育ての両立のための基盤整備 

(3)男女が共に担う子育ての推進

５ 安全・安心な子育て環境づくり 

(1)子どもの安全を確保する活動の推進 

(2)犯罪を防止する活動の推進 

(3)安心して子育てできるまちづくり 

６ 特に配慮の必要がある子どもと家庭への支援 

(1)児童虐待等防止対策及び被虐待児と家庭への支援 

(2)ひとり親家庭への支援 

(3)障害のある子どもと家庭への支援 

２ 子育て家庭を支援する地域づくり 

(2)健やかに育ち､育てる地域活動の促進 

(3)地域における子育てﾈｯﾄﾜｰｸの育成･支援 

(4)地域づくりのための人材育成の推進 

(1)地域における子育て家庭への支援 

４ 親と子のこころとからだの健康づくり 

 (1)安心できる妊娠と出産 

(3)子どものいのちとこころを守る 

(2)子どもの発育・発達への支援 

施策目標 

個別目標 基本方針１ 

“すべて”の 

子育て家庭への支援

子育てが孤立化し、負担が大きい 

 

子育ての喜びを感じるような社会

にするため、すべての子育て家庭に

切れ目のない包括的な支援 

基本方針２ 

“まちぐるみ”での 

子育て支援

子育ての第一義的な責任は家庭 

その上で「子育ての社会化」が必要

 

“地域”の力と“行政”とが協働し、

まちぐるみで子育てを支援する環境

づくり 

基本方針３ 

“子育て”・ 

“子育ち”への支援 

～子どもの人権を尊重して

子どもの基本的人権を尊重 

※ 4 つの柱 

「生きる権利」「守られる権利」 

「育つ権利」「参加する権利」 
 

共通の理念の下に自立に向けた支援

基本方針４ 

“顔がみえる” 

子育てネットワークづくり
 

身近な地域に相談できる相手がいな

いなど家庭の養育力が低下 

 

親同士・家庭同士のネットワーク化、

関係機関同士の連携により、支援す

る側も支援される側も含めた“顔が

見える”子育てネットワークづくり

第１章 

計画の背景 

合計特殊出生率の低下 

平成 20 年 国 1.37 東京都 1.09 

北区 1.03 

 

人口構造にひずみを生じさせ、二十一世紀の

国民生活に、深刻かつ多大な影響 

策定の趣旨と計画の性格 

「次世代育成支援対策推進法」に基づく区の行

動計画、集中的・計画的な取組を推進する 

計画の期間 

平成 22 年度～平成 26 年度 

計画の策定方法 

東京都北区次世代育成支援行動計画策定検討

委員会＋アンケート調査＋パブリックコメン

ト（H21.12.21～H22.1.25） 

第２章 

子どもと家庭を取り巻く環境 

少子化が進行、子どものいる世帯数・率が減

少、子育てしやすいまちだと思わない保護者

（約９％） 

前期計画の目標事業量の達成状況 

達成 通常保育、延長保育、一時保育、休日保

育、夜間保育、トワイライトステイ、学

童クラブ、ショートステイ、ファミリ

ー・サポート・センター 

未達成 病後児保育 

第 3 章・第 4 章

第５章 

目標事業量 

平成 21→26 年度 

通常保育(保育 5 ｻｰﾋﾞｽ)  61 カ所→77 カ所 

病児・病後児保育事業   ２カ所→ 4 カ所 

学童クラブ       57 カ所→62 カ所 

一時預かり       32 カ所→43 カ所 

成果指標を施策目標・個別目標ごとに設定 

第６章 

北区保育計画（待機児童の解消に向けて） 

平成 21→26 年度 

３歳未満児 

認可保育所  

保育 5 ｻｰﾋﾞｽ  

3 歳以上児 

認可保育所   

保育 5 ｻｰﾋﾞｽ 

地区別（3 歳未満児） 

赤羽地区 

王子地区 

滝野川地区 

2,027 人→2,313 人 

2,197 人→2,673 人 

 

2,931 人→3,120 人 

2,931 人→3,120 人 

 

887 人→1,044 人 

721 人→ 873 人 

589 人→ 756 人 

北区次世代育成支援行動計画（後期計画）（概要版） 

 刊行物発行番号 ２１－３－０４０  発行年月：平成２２年２月 

 発  行：東京都北区子ども家庭部子ども施策担当 

〒１１４－８５０８ 北区王子本町１－１５－２２ 

電話 （３９０８）８１４３ 

資料４



北区の地域子ども・子育て支援事業の現状 資料５

①利用者支援（児童館）

事業目的
児童館は身近に利用できる子育て支援の拠点施設として、様々な情報提供や相談活動を実施
し、子育てに関する不安感や負担感を抱え込むことのないよう、また、育児ノイローゼや虐待にな
らないよう、予防的な役割を果たす。

対象者 児童館・学童クラブ等利用保護者

事業内容

全児童館で、日常的な職員による情報提供や相談活動とともに、子育てアドバイザー活動、子育
て相談センター館における専門相談活動を行っている。
複雑多様化している子育て家庭の問題に対応するために、他の子育て支援機関と連携を図り、
多面的に支えていく取り組みを行っている。

現況

児童館では、職員や子育てアドバイザーによる日常的な相談や情報提供を行っている。
また、児童館７館を子育て相談センター館として、専門相談員（臨床心理士）による専門相談を実
施。
近隣の児童館でも、毎週１回専門相談員による出張相談を行っている。
さらに、専門相談員は、児童館職員向けに相談対応についての研修も行っている。

実績
専門相談実相談者数（来館・電話）
　　22年度　804人　　　　23年度　1,111人　　　　24年度　1,123人
児童館職員による相談　　統計資料なし

その他 現在の児童館から今後移行する「（仮称）子どもセンター」では、利用者支援の取り組みをこれま
でより強化する予定である。

①利用者支援（子ども家庭支援センター　子どもと家庭の総合相談）

事業目的 子どもと家庭に関わるあらゆる相談に応じて、関係機関と連携しながら子どもと家庭を支援する
ネットワークの構築を図る。

対象者 18歳未満のお子さんの子育て中の保護者、18歳未満の子ども本人

事業内容 ・ケースマネジメントの手法により子どもと家庭に関するあらゆる相談に応じる。
・専門相談員（臨床心理士・管理栄養士）による相談

現況 子どもと家庭への相談対応や子育て支援を通して児童の健全育成や児童虐待の未然防止をは
かっている。

実績
22年度：総合相談1,278件
23年度：総合相談1,081件
24年度：総合相談1,178件・心理相談404件・栄養相談259件

その他

＜備考　子ども家庭支援センターの事業内容＞
①子供家庭総合ケースマネジメント事業（総合相談　子供家庭　在宅サービス等の提供）　　②地
域組織化事業　　③要支援家庭サポート事業（見守りサポート事業　養育支援訪問事業）　④在
宅サービス基盤整備事業　⑤専門性強化事業（虐待対応の強化）
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北区の地域子ども・子育て支援事業の現状 資料５

①利用者支援（保育課）

事業目的
窓口受付業務。
保育サービス（主に認可保育所）の入園を希望される方を対象として、入園に関する手続き方法
等について、窓口や電話等で相談・申請を受け付ける。

対象者 認可保育所の入園を希望する区民等

事業内容
認可保育所の入園に係る手続き等の案内を中心として、定員が充足されている場合には、認可
外保育施設や預かり保育を実施している幼稚園についても、手続き方法や問い合わせ先などの
情報提供を行う。

現況
以前は4月期入園申込時期を中心として窓口が混雑していたが、待機児童の増などにより、保育
需要が高まっており、年間を通して窓口の混雑が発生している。また、問い合わせ等も増加傾向
にある。

実績 4月入所の受付集中期間（12月～1月中旬の1カ月半）の来庁者数
23年度：1,467人　　24年度：1,764人

その他 新制度の導入に伴い、当面の間、認可保育所のほか認可外保育所等に対する受付業務が発生
することとなり、保育課のほか、子育て支援課、学校支援課等との情報共有等が必要となる。

事業目的 乳幼児親子の居場所づくり、子ども及び家庭の支援に係る情報提供を行い、地域で安心して子
育てができる環境をつくる。

対象者 おもに乳幼児（主に０歳から３歳未満）親子

事業内容 親子で過ごす場所の提供・子どもの育ちや接し方などの講座の実施・子育ての情報提供

現況
乳幼児及びその保護者を対象に、乳幼児親子への講座、みんなでお祝い輝きバースデー、にこ
にこ2歳遊びにおいでよ児童館・ほっと館へ、父親の講座、子育て相談、日常的な乳幼児活動等
を実施している。土日も開館しているため北区内全域から多数の来館者がある。

実績

入館者数
22年度：30,184人（大人16,074人、子ども14,110人）
23年度：30,214人（大人16,022人、子ども14,192人）
24年度：30,042人（大人16,542人、子ども13,500人）

その他

②地域子育て支援拠点事業（子ども家庭支援センター　ひろば活動：地域組織
化事業）
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北区の地域子ども・子育て支援事業の現状 資料５

②地域子育て支援拠点事業（児童館　ひろば事業）

事業目的
児童館では、関係機関と連携しながら、乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う機会を提供
し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行うことにより、地域の子育て機
能の充実を図り、総合的な子育て支援策を推進し、児童及び家庭の福祉の向上を図る。

対象者 児童館利用者（乳幼児及びその保護者）

事業内容

乳幼児及びその保護者向けの主な事業として
①乳幼児とその保護者へ豊かな遊びとふれあいの場を提供する事業。
②子育てをする保護者の交流を図り、仲間づくりをする事業。
③育児の情報、子育ての知識を提供し、核家族化、少子化などから育児不安を抱えている保護
者への支援を行う事業。
④自主的な育児活動グループに育つことを援助し、地域ぐるみで子育てできるように働きかける
事業。
⑤子育てをする保護者が、子育てについて自分で考え決断し行動する中で、自分に合った子育て
ができるよう、親育ち支援をする事業。

現況
乳幼児及びその保護者を対象に、乳幼児クラブ、みんなでお祝い輝きバースデー、にこにこ２歳
遊びにおいでよ児童館・ほっと館へ、地域育て合い事業、親育ちサポート事業、子育て相談、子
育てアドバイザー事業、日常的な乳幼児活動等を実施している。

実績

乳幼児及び保護者の利用状況（児童館）
　　　　　　　　　22年度　　　　　　　 23年度　　　　　　　   24年度
乳幼児　　　　141,507人　　　　　 142,185人              151,142人
保護者　　　　149,927人　　　　　 152,722人　　　　　   162,039人

その他 現在の児童館から今後移行する「（仮称）子どもセンター」では、地域子育て支援拠点事業（ひろ
ば事業）を引き続き実施していく。

②地域子育て支援拠点事業（児童館　地域支援）

事業目的

子どもたちの健全育成には、子どもの分野を中心とした地域組織・団体との緊密な連携が大切で
ある。地域全体で子育てに関する理解を深め、子育て問題について共通認識を持ち、そのうえで
各諸団体が連携をとりあって子育て家庭を応援していくことを目的に、児童館ネットワーク事業を
展開している。

対象者 主に在宅で子育てしている保護者と乳幼児（児童館ネットワーク事業乳幼児分科会）
区内に住んでいる中学生、高校生（児童館ネットワーク事業中高生分科会）

事業内容

子どもたちを地域全体で育て、子育て家庭の孤立化を防ぎ、子育てを社会全体で支えていくた
め、北区内を7地区の班に分け、地域の児童館が連携し、地域、他の子育て機関、団体等と連携
する「児童館ネットワーク事業」を展開している。メンバーは、児童館利用保護者、地域保護者、民
生・児童委員、主任児童委員、保護司、子育てアドバイザー、サポート会員、地域の諸団体、児童
館職員で構成している。

現況 各班が個別に行う事業のほか、複数の班が合同で行う事業、7班合同の全大会と報告会を実施
している。

実績
22年度：各班計22事業、全体会、報告会を実施
23年度：各班計24事業、全体会、報告会を実施
24年度：各班計26事業、全体会、報告会を実施

その他 現在の児童館から今後移行する「（仮称）子どもセンター」では、地域子育て支援拠点事業（地域
支援）を引き続き実施していく。
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北区の地域子ども・子育て支援事業の現状 資料５

③妊婦健診

事業目的 妊婦の健康の保持・増進を図るため。

対象者 北区に住所を有する妊婦

事業内容
妊娠期間中、全妊婦を対象に医療機関に委託して、妊婦健康診査と妊婦超音波検査を実施して
いる。診査項目は、梅毒血清検査・血圧測定・ＨＢｓ抗原検査・ＨＴＬＶ－１抗体・尿のたん白及び
糖等である。公費負担回数は妊婦健康診査14回、妊婦超音波検査1回となっている。

現況
母子手帳交付の際に妊婦健康診査受診票14枚と妊婦超音波検査受診票1枚を「母と子の保健
バック」に入れ交付している。医療機関を受診する際に受付窓口に提出すると、受診票に記載さ
れている検査が公費で受けられる。

実績

22年度：延29,746件
23年度：延29,599件
24年度：延30,500件
※受診票枚数で把握

その他

④乳児家庭全戸訪問事業

事業目的 子育てに慣れない母親の不安を少しでも和らげ、乳児の心身共に健やかな発育の支援をする。

対象者 乳児健診（3～4か月健診）前までの乳児

事業内容 4か月までの乳児のいる家庭を全戸訪問し、子育ての環境の確認と母親の育児不安を和らげる
情報提供などを実施。

現況 助産師や保健師が、母親の訪問の希望日時を確認し随時訪問している。

実績
22年度：訪問実人員1,945件　訪問指導率77.2％
23年度：訪問実人員2,081件　訪問指導率83.6％
24年度：訪問実人員2,139件　訪問指導率91.6％

その他
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北区の地域子ども・子育て支援事業の現状 資料５

事業目的
保護者の養育を支援することが特に必要と認められる家庭や保護者に監護させることが不適当
であると認められる家庭、出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認
められる家庭等に対する支援

対象者 子育て支援をすることが特に必要と認められる家庭や保護者に子育てをさせることが不適当であ
ると認められる家庭

事業内容 養育支援が特に必要と判断した家庭を訪問し、養育に関する相談及び指導を行う。

現況 保護者の養育能力向上を図るために相談支援、家事支援を行っている。

実績

・要支援家庭訪問
22年度：訪問実績101件・訪問延べ件数366件
23年度：訪問実績120件・訪問延べ件数393件
24年度：訪問実績166件・訪問延べ件数489件
・産前産後支援・育児支援ヘルパー派遣（対象家庭）
23年度：5家庭延べ26日
24年度：5家庭延べ33日

その他

事業目的 すべての家庭の乳幼児と保護者が、不安なく子育てができるように専門的な支援を行う。

対象者 赤ちゃん訪問や乳幼児健診、日常の相談など母子保健事業の中で把握した支援が必要な乳幼
児のいる家庭

事業内容 赤ちゃん訪問や乳幼児健診など母子保健事業の中で把握した支援が必要な家庭に、保健師・助
産師が訪問し、専門的な助言、支援を行う。乳幼児全戸訪問事業の延長として実施している。

現況

赤ちゃん訪問や3～4カ月児健診などで、産後の母に対してエジンバラ質問票による産後うつのア
ンケートを実施しているが、メンタル面が不安定で、支援を必要としている母は多い。個別的なか
かわりを必要とする家庭に地区担当保健師・助産師が訪問を実施し、関係機関との連携を強化し
ている。

実績
22年度：訪問実人員220件　延人員665件
23年度：訪問実人員256件　延人員669件
24年度：訪問実人員386件　延人員705件

その他

⑤養育支援訪問事業
　 その他要支援児童、要保護児童の支援に資する事業（健康いきがい課）

⑤養育支援訪問事業
　 その他要支援児童、要保護児童の支援に資する事業（子ども家庭支援セン
ター）
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北区の地域子ども・子育て支援事業の現状 資料５

事業目的 要保護児童、要支援児童もしくはその保護者または特定妊婦の早期発見及びその適切な保護を
はかるため、関係者が連携し情報を共有しながら要保護児童への適切な対応を図る。

対象者 18歳未満の要保護児童・要支援児童、特定妊婦

事業内容
・単独機関では見逃しやすい状況把握や支援を、関係する各機関が連携することで児童に対し
適切な対応や支援の内容に関する協議を行う。
・居所不明児童の早期発見、適切な支援を行う。

現況 代表者会議、実務者会議、個別ケース会議を開催している。

実績
22年度：代表者会議1回・実務者会議3回・個別ケース会議47回
23年度：代表者会議1回・実務者会議3回・個別ケース会議61回
24年度：代表者会議1回・実務者会議3回・個別ケース会議64回　居所不明児童対策会議3回

その他

事業目的
児童相談所と連携し、軽度の児童虐待が認められるが、在宅での指導が適当と判断される家庭
及び児童虐待により児童相談所が一時保護若しくは施設措置等をした児童が家庭復帰した後の
家庭等への支援を行う。

対象者 児童相談所からの依頼のあった家庭及び児童

事業内容 見守りサポート事業の対象となる家庭に対し、児童相談所と協議しながら、家庭訪問や来所によ
る面談や在宅サービス等を活用するなどの支援を行う。

現況
児童相談所からの援助方針をうけて、子ども家庭支援センターで関係機関や家庭訪問をして詳
細な援助方針を決める。月に1回児童相談所に結果報告をし、その結果を受けた児童相談所から
次の援助方針を受ける、の繰り返しをしている。

実績

見守りサポート
22年度：6家庭9ケース
23年度：5家庭7ケース
24年度：5家庭6ケース

その他 　

⑤-２　養育支援訪問事業
　その他要支援児童、要保護児童の支援に資する事業（子ども家庭支援セン
ター　子どもを守る地域ネットワーク強化事業：要保護児童対策地域協議会）

⑤－３　養育支援訪問事業
　 その他要支援児童、要保護児童の支援に資する事業（子ども家庭支援セン
ター　見守りサポート事業）
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北区の地域子ども・子育て支援事業の現状 資料５

⑥子育て短期支援事業

事業目的 保護者が児童を養育することが一時的に困難となった場合に、当該児童を北区が指定する児童
養護施設で短期的に養育することにより、地域住民の子育て支援と児童の福祉の向上を図る。

対象者 区内に在住の2歳以上12歳（小学6年生）までの児童

事業内容 星美ホームに委託し、児童の食事その他身の回りの世話をする

現況 休日や夜間も養育をしている。

実績

・子どもショートステイ
22年度：延べ108日/年　25家庭34児童
23年度：延べ55日/年　23家庭27児童
24年度：延べ60日/年　19家庭23児童
・子どもトワイライトステイ
22年度：延べ38日/年　11家庭21児童
23年度：延べ61日/年　16家庭29児童
24年度：延べ50日/年　17家庭25児童

その他

⑦ファミリー・サポート・センター事業

事業目的
子育てと仕事の両立及び在宅で子育てをしている家庭への支援を目的に、子育て経験者など

育児のサポートができる区民を募り、保育園等への送迎や一時保育など多様な保育ニーズに対
応するとともに、地域住民の協力、連携のもとに、地域での子育て支援づくりを推進する。

対象者 育児の支援を行う者（サポート会員）と育児の支援を受ける者（ファミリー会員）とで構成する。

事業内容 ・児童の一時的な保育
・保育園等への送迎

現況 利用件数は増加傾向であるが、支援者であるサポート会員数が不足している。

実績
22年度：ﾌｧﾐﾘｰ会員2,310人　ｻﾎﾟｰﾄ会員555人　両方会員（再掲17人）　活動回数9,070回/年
23年度：ﾌｧﾐﾘｰ会員2,526人　ｻﾎﾟｰﾄ会員599人　両方会員（再掲18人）　活動回数9,603回/年
24年度：ﾌｧﾐﾘｰ会員2,686人　ｻﾎﾟｰﾄ会員592人　両方会員（再掲24人）　活動回数10,178回/年

その他
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北区の地域子ども・子育て支援事業の現状 資料５

⑧一時預かり

事業目的 家庭で育児をしている保護者の方が、用事や休養等により、一時的に保育を必要とするお子さん
をお預かりする

対象者 北区内に住所を有し、8カ月から就学前までの健康で集団保育が可能なお子さん

事業内容 事業目的と同様
※ 北区では、区内私立認可保育所及び指定管理者運営園で実施

現況

【一時預かり保育】
指定管理園1園で新規実施し、公立直営園3園、指定管理園9園、私立保育園16園、認証保育所8
園、定期利用保育施設2所の合計38園で実施　利用者数　延4,927人／年
【緊急保育】
28園で実施　利用者数：延587人／年

実績

【一時預かり保育】指定管理園1園で新規実施し、公立直営園3園、指定管理園9園、
私立保育園16園、認証保育所8園、定期利用保育施設2所の合計
38園で実施　22年度：延4,169人/年　23年度：延5,022人／年　24年度：延4,927人／年
【緊急保育】
28園で実施　22年度：延510人/年　23年度：延734名／年　24年度：延587人／年

その他 平成25年度より、私立・指定管理園で一時預かり保育を実施
※ 公立直営園では、緊急保育事業を実施

⑨延長保育事業

事業目的 保護者の勤務・通勤時間の都合で、週3日または月12日以上、午後6時15分までにお迎えに来る
ことができない家庭の、満1歳以上のお子さんを対象として保育を行う。

対象者 同上

事業内容
1時間保育：午後6時15分～7時15分（補食）
2時間保育：午後6時15分～8時15分（夕食提供）
3時間以上：午後6時15分～9時15分を基本とする

現況 指定管理園1園で新規実施し、公立直営園10園、指定管理園9
園、私立保育園14園、合計33園で実施。

実績
指定管理園1園で新規実施し、公立直営園10園、指定管理園9
園、私立保育園14園、合計33園で実施。
22年度：27園　23年度：32園　24年度：33園

その他 キッズタウンうきま、うきま夜間は365日開所
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北区の地域子ども・子育て支援事業の現状 資料５

⑩病児・病後児保育事業

事業目的 仕事などの事由により、病気の回復期にあるお子さんの世話ができない保護者に代わってお預
かりする。

対象者 病気の回復期にあるお子さんとその保護者（病後児保育）
※ 但し、事前の登録等必要

事業内容 事業目的と同様

現況 キッズタウン東十条の1園（定員4名）で病後児保育を実施。
利用者数：延219人／年

実績
キッズタウン東十条の1園（定員4名）で病後児保育を実施。
（利用者数）22年度：延179人　23年度：延131人　24年度：延219人
　※ キッズタウン東十条は23年度から

その他

⑪放課後児童クラブ

事業目的
放課後帰宅しても保護者が就労などのため留守になる家庭、または疾病などの理由により昼間
家庭で適切な保護ができない家庭の児童に、適切な遊び及び生活の場を与えて、健全な育成を
図る。

対象者 区内の小学校に在籍する児童または区内に居住し区外の小学校に在籍する児童で、保護者が
就労等のために留守になる家庭の1年生から3年生までの児童

事業内容
放課後帰宅しても保護者が就労などのため留守になる家庭、または疾病などの理由により昼間
家庭で適切な保護ができない家庭の児童に、適切な遊び及び生活の場を与えて、健全な育成を
図る。

現況 学童クラブ59クラブを運営。
　公設公営44クラブ、公設民営15クラブ（指定管理13クラブ、業務委託2クラブ）

実績
学童クラブ登録児童数（各年度4月1日）
　　　　　　　　　23年度　2,038人、24年度　2,100人、25年度　2,100人
待機児童数 　　　　　　　　 22人　　　　　　　　 15人　　　　　　　   12人

その他
小学校を活用して、放課後等における子どもたちの安全・安心で健やかな活動拠点（居場所づく
り）の充実を図るため、「放課後子ども教室」「学童クラブ」「校庭開放」の機能をあわせもつ「放課
後子どもプラン」を全小学校に導入していく。
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